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1110010 経済産業省
業務用太陽光発電システ
ム設置に伴う固定資産税
（償却資産）の支援措置

地方税法附則第
１５条

「太陽光発電設備に係る固定
資産税の軽減措置」を実施し
ています。

Ｄ

政府の補助を受けて取得された太陽
光発電設備（同時に設置する専用の
架台、集光装置、追尾装置、蓄電装
置、制御装置、直交変換装置又は系
統連携用保護装置を含む。）につい
て、新たに固定資産税が課せられる
こととなった年度から３年分の固定
資産税に限り、課税標準を課税標準
となるべき価格の２／３に軽減しま
す。

ー ー 添付資料あり
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業務用太陽光発電システム設置
に伴う固定資産税（償却資産）の
支援措置

業務用太陽光発電システムの普及、促進のた
め、設置に伴う固定資産税（償却資産）を減免
する特例措置を国が設ける。又は市が減免した
際には、当該市に対して減免分を補填する補助
制度を設ける。

低炭素社会の実現に向けた取組みは多くありますが、技術指向での実現と同時に,現存するが活用
されていない資産を転用することで大規模かつ低コストに低炭素社会を実現する試みも現実的な選
択である。

岡山県はこれまで果樹栽培が盛んで桃やマスカットなどの高級果樹に特化することで他地域との差
別化に成功していた。特にマスカットは温室栽培で岡山の特産品とされてきたが、食べやすさ、甘さ
などで昨今の市場ニーズに適合できていないうえ栽培農家の高齢化もあり利用放棄された温室が
岡山県南に多数出現している。年間の日射量が国内屈指である“晴れの国岡山”で、放棄された温
室を活用し地域を活性化と低炭素社会の実現を目指したい。

温室は日当たりが良く、栽培・出荷作業に合わせ進入路、水・電気などの設備も整っている場合が
多い。また、放棄された温室は耐震、水漏れといった住宅に必要な条件を満たす必要もない。こうし
た立地において、僅かな補強で重い太陽光発電システムを載せることが可能となり、低コストを実現
できる。

農業者が設置するには資金手当てが必要となるが、補助金の活用と自己資金で賄い、自家消費分
で電力会社への支払を減額するとともに、余剰電力を電力会社へ売電することで投資金額の回収
が可能と考える。

地方税法 岡山県 個人 経済産業省

1110020 経済産業省

Smart Wellness City実証
研究特区
（中心市街地のにぎわい
の場創づくりとコミュニティ
ビジネス起業支援）

産業活力の再生
及び産業活動の
革新に関する特
別措置法（産活
法）

法人税法
中小企業新事業
活動促進法

・登録免許税の軽減は、産活
法に基づき計画認定を受けた
事業者が、当該認定計画に
従って会社設立や増資などを
行う場合に認められていま
す。

・法人税の特例（非課税措
置）は、法人の公益性が認定
され、公益社団法人・公益財
団法人となった場合に認めら
れています。

・ＬＬＰへの支援措置につい
ては、「中小企業新事業活動
促進法」に基づき、認定・承
認を受けた計画に沿ってＬＬ
Ｐの各組合員が事業を行う際
に、補助金や融資・保証制度
などの支援策を受けることが
できます。

Ｃ

コミュニティビジネスとは、地域課
題の解決に取り組む事業の総称であ
り、コミュニティビジネスの起業に
あたっては、自らの事業モデルに合
わせて多様な法人格を選択すること
ができます。ご要望の優遇措置につ
いては、各法人格の設置目的や性格
によってそれぞれ異なる対応が必要
となると考えられます。よって、一
律の対応が難しく、国のコミュニ
ティビジネス振興には馴染まないた
め、予算への反映は見送らせていた
だきました。
なお、NPO法人や公益法人を選択す
れば、登録免許税の免除や法人税の
非課税等、ご要望の優遇措置を受け
ることも可能である旨、申し添えま
す。
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Smart Wellness City実証研究特
区
（中心市街地のにぎわいの場創
づくりとコミュニティビジネス起業
支援）

コミュニティビジネス設立の登録免許税の減
免、法人税の特例（収益事業の非課税等）、有
限責任事業組合（ＬＬＰ）への地域金融機関の
支援措置等の拡大等を求める。

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の適性化につながることになることから、
健康に関するコミュニティビジネス起業、運動効果の測定ソフト等の開発等と、中心市街地内での健
康空間整備（歩道・自転車道、運動広場等）を一体的に進めていくことが望ましい。そのため、コミュ
ニティビジネスとしての運動教室の起業、運営等に係る制度的な整備を求める。具体的には、健康
空間（歩道・自転車道等）整備のための財政的支援等と併せ、コミュニティビジネス設立の登録免許
税の減免、法人税の特例（収益事業の非課税等）、有限責任事業組合（ＬＬＰ）への地域金融機関の
支援措置等の拡大等を求める。

健康増進法、銀行（信
用金庫）法、登録免許
税

福島県、茨城
県、新潟県、岐
阜県

伊達市、見附
市、新潟市、三
条市、岐阜市、
筑波大学

厚生労働省
経済産業省

1110030 経済産業省

Smart Wellness City実証
研究特区
（集落内設置商店への支
援制度の創設）

商店街の活性化
のための地域住
民の需要に応じ
た事業活動の促
進に関する法律
（地域商店街活
性化法）

現行の制度でご要望いただき
ました件について対応してい
るものはございません。

Ｃ

地域商店街活性化法は、中小小売商
業者及び中小サービス業者の事業機
会の増大を図るために商店街振興組
合等が行う地域住民の需要に応じた
事業活動を支援することにより、商
店街の活性化を図ることを目的とし
ております。
本法の支援対象は商店街振興組合、
事業協同組合等の商店街組織であ
り、個人商店は支援の対象としてお
りませんが、商店街振興組合、事業
協同組合等が空き店舗等を活用し、
生活用品を取り扱う商店を開設する
ことは支援の対象となり得ます。

ー ー ー
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Smart Wellness City実証研究特
区
（集落内設置商店への支援制度
の創設）

住民の自家用車依存度を下げることに寄与す
る集落内の個人商店に対する「商店街の活性
化のための地域住民の需要に応じた事業活動
の促進に関する法律」に基づく支援措置と同様
の振興策の実施。

　運動等による健康の維持・増進は、最終的には医療費の減額につながることとなるため、自家用
車依存の生活を改め、公共交通機関の使い勝手の向上を図ることが必要である。特に地域によっ
ては、個人商店の閉店によって買い物難民化している高齢者も少なくなく、また当該地域が市街化
調整区域となっている場合は、新たに開店することもできない。高齢者が歩いて暮らすことによって
健康を維持していく観点から、生鮮産品など生活用品を扱う商店の開設を促進するため、中心市街
地の商店街と同様の振興策（例えば「商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動
の促進に関する法律」に基づく支援措置等）を講じられたい。

商店街の活性化のた
めの地域住民の需要
に応じた事業活動の
促進に関する法律ほ
か

福島県、茨城
県、新潟県、岐
阜県

伊達市、見附
市、新潟市、三
条市、岐阜市、
筑波大学

経済産業省

1110040 経済産業省
高効率太陽光パネルへの
補助金の支給

住宅用太陽光発
電導入支援対策
費補助金交付要
綱

以下の要件を満たす住宅用太
陽光発電システムの設置を行
う者に対して、導入費用の一
部を補助しています。

＜補助要件＞
①変換効率が一定以上のもの
②一定の品質・性能が一定期
間確保されているもの
③ｋＷあたりのシステム価格
が一定の額以下のもの

＜補助金額＞
　定額（７万円／ｋＷ）

Ｃ

本補助金は住宅用太陽光発電システ
ムの価格低下を実現し、住宅分野に
おける太陽光発電の更なる大量導入
を目指しています。
価格低下を実現するためには、一定
額のシステム価格を補助上限とする
ことが必要と考えています。

一方で、次世代型太陽電池の研究開
発に対する支援も実施しており、よ
り高効率な太陽光パネルを低価格で
市場に導入出来るよう取り組んでい
ます。

（項）エネルギー需
給構造高度化対策費
（目）非化石エネル
ギー等導入促進対策
費補助金
（目細）住宅用太陽
光発電導入支援対策
費補助金

42,900,000 ー
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高効率太陽光パネルへの補助金
の支給

高効率品へ補助金を出すことで、高効率太陽
光パネルを普及させるとともに、日本企業の国
際競争力を高める。

○太陽光発電設備は現状ではイニシャルコストの高さが導入のネックになっているため、それを緩
和して導入を促進するために補助金が交付されている。
○一方本施策は普及を促し低コスト化を図る目的のため、高効率パネルは高額が理由で補助対象
になっていない。
○むしろ日本の太陽光発電の競争力を高めるため、高効率パネルほど補助を厚くしたい。

住宅用太陽光発電導
入支援対策費補助金
交付要綱

愛知県
トヨタ自動車株
式会社

経済産業省
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1110050 経済産業省

低炭素化に資する研究費
分について、税額控除限
度額を上乗せする税制の
導入

租税特別措置法
第42条の4
第68条の9

　「試験研究費の総額に係る
税額控除制度」は、その事業
年度において損金の額に算入
される試験研究費の額がある
場合に、その試験研究費の額
の一定割合の金額をその事業
年度の法人税額から控除する
ことを認めるもの。
　この制度による税額控除限
度額は、その事業年度の損金
の額に算入される試験研究費
の額に、税額控除割合
（10％。ただし、試験研究費
割合が10％未満である場合は
算式（（試験研究費割合×
0.2）＋8％）によって計算し
た割合）を乗じて計算した金
額。ただし、税額控除限度額
がその事業年度の法人税額の
20％相当額を超える場合は、
その20％相当額を限度とす
る。(ただし、平成21年度・
22年度においては、法人税額
の30%相当額を限度とする。)

Ｃ

我が国における研究開発において
は、民間活力による研究開発投資を
幅広く促進するという目的の下、分
野を特定せずに研究開発費用に係る
税額控除を行っている。このため、
特定分野に限定して税額控除限度額
を上乗せすることは、我が国の研究
開発税制の趣旨に反しており、ご要
望にお応えすることは困難。

なお、低炭素化に資する研究も含む
研究開発一般に関する税額控除につ
いては、控除上限の引き上げ措置の
恒久化等を要望しているところ。

ー ー ー
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低炭素化に資する研究費分につ
いて、税額控除限度額を上乗せ
する税制の導入

特に、低炭素化に資する研究（本実証試験も含
む）について、その費用の全額を研究費として
税額控除限度額に上乗せすることで、低炭素化
技術開発の促進を図りたい。

○研究費に対する政府負担割合が主要国と比べて最も低い水準にある中、今後の我が国の成長
の要となる低炭素化技術の開発については、研究開発促進税制の拡充が有効。
○特に、低炭素化に資する研究（本実証試験も含む）について、その費用の全額を研究費として税
額控除限度額に上乗せすることで、低炭素化技術開発の促進を図りたい。

租税関係法令 愛知県
トヨタ自動車株
式会社

文部科学省
経済産業省
環境省

1110060 経済産業省
企業立地促進法による地
方交付税の減収補てんの
措置の特例

・企業立地の促
進等による地域
における産業集
積の形成及び活
性化に関する法
律（平成十九年
五月十一日法律
第四十号）第二
十条

　地方公共団体が、企業立地
促進法に基づいて立地した事
業者に対して、地方税を課税
免除又は不均一課税した場合
に、その減収額の７５パーセ
ントを地方交付税で補てんす
る措置である。
　なお、現在、措置の対象と
なる施設は家屋及び構築物並
びにその敷地である土地に限
られており、機械装置等の償
却資産は対象となっていな
い。

Ｃ

　地方税の減収補てん措置について
は、地方公共団体の共有財源である
地方交付税を用いた例外的な財政措
置であり、措置の対象は必要最小限
のものとすべきである。
　なお、現在、機械装置等の償却資
産を対象としているのは、条件不利
地域を対象とした法律に基づくもの
が基本であり、全国を対象としてい
る企業立地促進法に基づく減収補て
ん措置において、機械装置等の償却
資産を対象施設に加えることは難し
い。

企業立地促進法に基
づく地方交付税措置
（地方税の減収補て
ん措置）

ー ー
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企業立地促進法による地方交付
税の減収補てんの措置の特例

　企業立地促進法第２０条に規定する地方交付
税の減収補てんの措置において、固定資産税
を課さない場合とされる当該施設の用に供する
家屋、構築物又はこれらの敷地である土地に、
構築物以外の償却資産を特例措置として加え
る。特例期間については３年とする。

①経済・社会的効果（地元町内外からの約１，０００人以上の新規雇用に加え、流通等の広域的な
雇用創出効果、県の「みやざきソーラーフロンティア構想」の目的である産業集積効果も期待でき
る。また、ソーラーフロンティア社の立地は、日本全体の環境関連産業の国際的な競争力の強化に
つながる。）②地域の特性（県庁所在の宮崎市の生活圏で、雇用される労働者は同市からも通勤可
能）③特例必要性（今次は既存工場を利用するものであり、資産有効の観点から是とされ、その
際、主とした設備投資は機械設備となるが、先端分野であればその投資額も相応となる。同社は、
薄膜系ソーラーパネルの事業化に唯一成功しており、結晶系パネルに比べて原材料である希少金
属の国際的な需給バランスによる価格高騰の影響を受けにくいが、国際競争に打ち勝つには初期
投資の抑制が必要不可欠であるため、税制優遇措置を検討することが必要。）④経緯（国富町に立
地していた日立プラズマディスプレイ㈱の土地・工場等を買い取り、同社が立地予定。企業立地促
進法による優遇措置等の詳細を現在検討中。）⑤関連省庁懸念（他の企業に同様の措置をした場
合の税収減⇒解決法：企業立地促進法に定める立地企業計画の承認を県知事から受けた低炭素
化に貢献できる企業かつ当該企業の立地によって当該企業以外の企業の立地をも見込める基幹
的な企業で、外国における税制等の優遇措置と比較し、一定の差が認められ、国外への立地が懸
念される場合に限った環境関連産業の国内誘致特例とする。）⑥導入弊害（特になし。）

企業立地の促進等に
よる地域における産業
集積の形成及び活性
化に関する法律（平成
１９年法律第４０号）第
２０条の規定による地
方税の課税免除

宮崎県 国富町 経済産業省

1110110 経済産業省 国際学校の整備について ー

平成20年度の日本政策投資銀
行の民営化に伴い、『対日投
資促進基盤施設の整備』とし
て、インターナショナルス
クールへの「政策金利」での
融資を行う事業が廃止され
た。
しかし、現在も引き続き日本
政策投資銀行では、インター
ナショナルスクールに対して
従前と同様に融資を行い、場
合によっては基準が緩和され
た業務を行っている。

Ｄ
日本政策投資銀行では、インターナ
ショナルスクールに対して従前と同
様に融資を行っている。

ー ー ー

1
0
5
7
0
7
0

国際学校の整備について
成長戦略拠点における国際的なまちづくりのイ
ンフラ整備として国際学校にかかる整備に対す
る金融支援（無利子・低利貸付）を実施する。

国際学校の整備に関わっては、政策投資銀行において金融支援が行われてきたが、平成20年度の
政策投資銀行の民営化に伴い制度が廃止された。しかしながら、今なお必要性については変わりな
いことから制度の復活を要望するもの。
提案理由：
大阪の成長を牽引する成長戦略拠点において、国際的な人材・企業の集積をはかる取り組みを
行っている。これにより在住される外国人の生活環境を整えることも重要となり、その１つである国
際学校は経営基盤が強くないことから整備が促進されにくい状況にあることから金融支援が重要と
なっている。

大阪府 大阪市
文部科学省
経済産業省
内閣府

1110070 経済産業省
データセンターにおける
サーバー類及び電気設備
の法定耐用年数の柔軟化

減価償却資産の
耐用年数等に関
する省令

減価償却資産の耐用年数等に
関する省令において、サー
バーの耐用年数は、5年、電
気設備の耐用年数は15年とさ
れている。なお、ルーター及
びスイッチ耐用年数について
は、9年又は10年とされてい
る。

Ｃ
サーバ、電気設備については、関係
者の意見も聞きながら短縮するべき
かどうかについて検討したい。

通信業用設備等に係
る法定耐用年数の短
縮

ー ー

1
0
6
0
0
6
0

データセンターにおけるサーバー
類及び電気設備の法定耐用年数
の柔軟化

総務省や経済産業省において、データセンター
の省電力化に向けた取組みを進めている中で、
さらなる推進を図るためにもデータセンターにお
けるサーバー類及び空調等の電気設備に係る
法定耐用年数を柔軟に設定可能とし、機器更
新の促進する。

現在、サーバー類の法定耐用年数は５年、電気設備の法定耐用年数は15年である。データセン
ターにおいては、技術革新が日進月歩で進んでおり、法定耐用年数よりも短い期間で更新されてい
ることから、現行の法定耐用年数の範囲内で、データセンター事業者が柔軟に税法上の耐用年数
を設定することができることとする。

【提案理由】
　データセンターにおけるサーバーは、現状では３～４年程度で更新されている。また、データセン
ターにおける空調設備は、消費電力量を削減する要素として非常に重要な役割を占めており、省エ
ネルギー設備への更新の促進は、環境負荷低減の観点からも重要な取り組みである。特に寒冷地
である北海道においては、寒冷な外気や雪氷等を用いた空調技術が研究から実用化の段階に入っ
ており、技術革新が進んでいる。
　データセンターに設置されるサーバー類及び電気設備の耐用年数をデータセンターの事業者が
実際の更新サイクルに合せて設定することで、高効率な設備への更新を促進し、産業活性化による
国際競争力の向上と温室効果ガス削減という環境配慮の両方を実現することができる。
　さらに、国内では首都圏に膨大なデータが集中していることから、地方の特区にデータセンターの
集積を行うことで、リスク分散や首都圏におけるデータ量の軽減が図られる。

法人税法
減価償却資産の法定
耐用年数等に関する
省令

北海道 石狩市
総務省
経済産業省
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1110080 経済産業省
企業立地促進法に基づく
交付税補てん対象の拡大

・企業立地の促
進等による地域
における産業集
積の形成及び活
性化に関する法
律（平成十九年
五月十一日法律
第四十号）第二
十条

・企業立地の促
進等による地域
における産業集
積の形成及び活
性化に関する法
律第二十条の地
方公共団体等を
定める省令（平
成十九年八月十
六日総務省令第
九十四号）第一
条及び第四条

　地方公共団体が、企業立地
促進法に基づいて立地した事
業者に対して、地方税を課税
免除又は不均一課税した場合
に、その減収額の７５パーセ
ントを地方交付税で補てんす
る措置である。
　なお、現在、措置の対象と
なる施設は家屋及び構築物並
びにその敷地である土地に限
られており、機械装置等の償
却資産は対象となっていな
い。また、現在、インター
ネットデータセンターについ
ても対象業種となっていな
い。

Ｃ

　地方税の減収補てん措置について
は、地方公共団体の共有財源である
地方交付税を用いた例外的な財政措
置であり、措置の対象は必要最小限
のものとすべきである。
　なお、現在、機械装置等の償却資
産を対象としているのは、条件不利
地域を対象とした法律に基づくもの
が基本であり、全国を対象としてい
る企業立地促進法に基づく減収補て
ん措置において、機械装置等の償却
資産を対象施設に加えることは難し
い。
　また、対象業種については、特に
雇用創出効果の大きい業種に絞って
措置を講じているところであり、ご
提案いただいたインターネットデー
タセンターについては、コールセン
ターなど、現在対象となっている業
種に比して、必ずしも雇用創出効果
が大きい業種とはいえず、本制度の
対象業種に追加することは難しい。

企業立地促進法に基
づく地方交付税措置
（地方税の減収補て
ん措置）

ー ー

1
0
6
0
1
1
0

企業立地促進法に基づく交付税
補てん対象の拡大

企業立地の促進等による地域における産業集
積の形成及び活性化に関する法律第二十条の
地方公共団体等を定める省令で定める対象業
種にＩＤＣ（インターネット・データセンター）が含
まれるようにするとともに、自治体による課税免
除等に対する交付税補てんの対象を全ての償
却資産とする。

「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第二十条の地
方公共団体等を定める省令（以下、「省令」という）」における、指定集積業種に、ＩＤＣ（インターネッ
ト・データ・センター）業が含まれるようにする。
また、省令では、自治体が新規立地企業等に対して固定資産税の課税免除等を行った場合の地方
交付税による減収補てんの対象として、現行の土地、建物及び償却資産のうち構築物のみとしてい
るが、これを全ての償却資産を減収補てんの対象とする。

【提案理由】
　今後も成長が期待される情報産業については、コスト削減による国際競争力の強化が重要な課
題である。
　特にデータセンターについては、集積化により、通信回線使用料を始めとした運営コストの削減に
大きな効果があることから、データセンター業を省令で定める指定集積業種として追加することで、
集積化を促進する。また、自治体による固定資産税の課税免除等への減収補てんの対象として、
データセンターの投資額の非常に大きな割合を占めるサーバー等を含む全ての償却資産を含める
ことで、自治体負担の低減と地域経済の基盤強化を図る。
　国内への大規模データセンターの立地を促進することで、日本の情報通信産業の活性化に資す
るとともに、国内情報の保護という観点からもデータが国外に流出するのを防ぐことができる。
　さらに、国内では首都圏に膨大なデータが集中していることから、地方の特区にデータセンターの
集積を行うことで、リスク分散や首都圏におけるデータ量の軽減が図られる。

企業立地の促進等に
よる地域における産業
集積の形成及び活性
化に関する法律
企業立地の促進等に
よる地域における産業
集積の形成及び活性
化に関する法律第二
十条の地方公共団体
等を定める省令

北海道 石狩市 経済産業省

1110090 経済産業省
環境配慮型データセン
ターへの支援制度創設

ー
現行の制度でご要望頂きまし
た件について対応しているも
のはありません。

Ｃ

データセンターの省エネ指標につい
ては、グリーンIT推進協議会等と、
PUEも含む新たな指標の検討を行っ
ているところ。また、経済産業省の
「クラウド・コンピューティングと
日本の競争力に関する研究会」の報
告書では、「データセンターの省エ
ネ指標に応じた支援制度を導入する
ことを検討する。」としており、省
エネ指標の策定状況を踏まえ、今後
の課題として何ができるかについて
検討したい。

ー ー ー

1
0
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0
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環境配慮型データセンターへの
支援制度創設

低PUEを実現したデータセンターに対して、基準
値と実績値の差に応じて、奨励金として助成す
る制度を創設する。

　データセンターは、サーバーそのものや冷房のための空調設備に大量の電力を必要とすることか
ら、その消費電力量を削減することは重要な課題である。そこで、基準となるPUE値を定め、その数
値を達成したデータセンターに対しては、その差を奨励金という形で助成することで、運営コストの
より一層の削減と環境負荷低減という二重の効果を創出することができる。

【提案理由】
　政府の方針である温室効果ガス25％削減に向けて、大量の電力を消費するデータセンターの消
費電力量を削減することは重要な課題である。また、日本におけるデータセンターの高コストを世界
標準まで引き下げることも、国内にデータセンターを集積させ、情報関連産業を活性化させるために
は重要な課題である。
　これらの２つの課題を解決するため、低PUEの基準値（例：1.2）を定め、その基準値の達成に対す
るインセンティブを付与する。
　国内へのデータセンターの立地を促進することで、日本の情報通信産業の活性化に資するととも
に、国内情報の保護という観点からもデータが国外に流出するのを防ぐことができる。
　さらに、国内では首都圏に膨大なデータが集中していることから、地方の特区にデータセンターの
集積を行うことで、リスク分散や首都圏におけるデータ量の軽減が図られる。

北海道 石狩市
総務省
経済産業省

1110100 経済産業省
データセンター移設費用
に対する支援制度創設

ー
現行の制度でご要望頂きまし
た件について対応しているも
のはありません。

Ｃ

データセンターの省エネ指標につい
ては、グリーンIT推進協議会等と、
PUEも含む新たな指標の検討を行っ
ているところ。また、経済産業省の
「クラウド・コンピューティングと
日本の競争力に関する研究会」の報
告書では、「データセンターの省エ
ネ指標に応じた支援制度を導入する
ことを検討する。」としており、省
エネ指標の策定状況を踏まえ、今後
の課題として何ができるかについて
検討したい。

ー ー ー

1
0
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データセンター移設費用に対する
支援制度創設

一定以上のPUEのデータセンターを移設し、低
PUEのデータセンターとする場合、その移設に
係る費用に対して助成する制度を創設する。

　データセンターは、サーバーそのものや冷房のための空調設備に大量の電力を必要とすることか
ら、その消費電力量を削減することは重要な課題である。そこで、一定以上のPUE（例：1.8）のデー
タセンターを移設し、低PUE（1.2以下）のデータセンターとする場合、その移設費用を助成すること
で、運営コストのより一層の削減と環境負荷低減という二重の効果を創出することができる。

【提案理由】
　政府の方針である温室効果ガス25％削減に向けて、大量の電力を消費するデータセンターの消
費電力量を削減することは重要な課題である。また、日本におけるデータセンターの高コストを世界
標準まで引き下げることも、国内にデータセンターを集積させ、情報関連産業を活性化させるために
は重要な課題である。
　これらの２つの課題を解決するため、高PUEのデータセンターから低PUE（例：1.2）のデータセン
ターへの移ｑ行を促進するための支援制度を創設する。
　国内へのデータセンターの立地を促進することで、日本の情報通信産業の活性化に資するととも
に、国内情報の保護という観点からもデータが国外に流出するのを防ぐことができる。
　さらに、国内では首都圏に膨大なデータが集中していることから、地方の特区にデータセンターの
集積を行うことで、リスク分散や首都圏におけるデータ量の軽減が図られる。

北海道 石狩市
総務省
経済産業省
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